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社会福祉施設等の指導監査について 
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•適正な社会福祉法人及び社会福祉施設の運営確保を図るため、社会福祉法人の運営状況や社

会福祉施設の基準適合状況等について、実地等により確認・指導助言を行うもの。 目的 

•社会福祉法人：県所管の社会福祉法人（H30.4.1現在 県所管７６法人） 

•社会福祉施設：第一種社会福祉事業を実施している施設 

                      （仙台市所在の施設を除く。H30.4.1現在１９６施設） 
対象 

•一般監査：通常の指導監査／実地監査又は書面監査を実施 

•特別監査：施設運営に不正等の疑いがあるとき等に実施／実地監査を実施 

•確認監査：特別監査の指摘事項の改善状況等の確認／実地監査を実施 

区分 

• 「指導監査チェック表」を定めて実施 

•法人運営：定款、評議員・役員の状況、理事会・評議員会の運営、情報の公表等  

•施設運営：就業規則、給与規程、労務管理、防災対策等 

•施設処遇：処遇計画、処遇記録の整理、居室・設備等の衛生管理、利用者の預り金の取扱等 

•会計：計算関係書類等、予算・決算、入札・契約、現金・預貯金の管理等 

 

 

 

チェック

内容等 

※介護保険法、障害者総合支援法上の実地指導は別途実施 

社会福祉施設等の指導監査について 



社会福祉法人に対する指導監督の流れ 

■社会福祉法における社会福祉法人に対する行政上の監督に関する仕組みは、以下のとおり。 
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 法人における自主的な改善
が難しい場合には、監査結果
通知を法に基づく改善勧告とし
て行うことも考えられる。 
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平成２９年度社会福祉施設等指導監査結果 
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 平成２９年度指導監査実施状況 
 

 平成３０年度指導監査実施予定 
 

種  別 対象数 実地監査 書面監査 特別監査 指摘数 

社
福
法
人 

一般社会福祉法人 53 18 0  0 
平成２９年度実績 

①法人運営関係：171件 

（対前年： 51件増） 

②法人会計関係：142件 

（84件減） 

③施設運営関係： 59件 

（65件減） 

④施設会計関係：150件 

（144件減） 

⑤施設処遇関係：110件 

（86件減） 

指摘合計 632件 

（328件減） 

※実績は文書で指摘した数 

社会福祉協議会 21 11 0  0 

小 計 74 29 0  0 

社
会
福
祉
施
設 

老人福祉施設 164 51 113  0 

障害福祉施設 24 9 15  0 

児童福祉施設 2 2 0  0 

小 計 190 62 128  0 

 合 計 264 91 128  0 

  対象数は H29.4.1 現在 

障害児入所施設は，法令上「児童福祉施設」であるが，本表では「障害福祉施設」に分類している。 

種  別 対象数 実地監査 書面監査 

社
福
法
人 

一般社会福祉法人 55 22 - 

社会福祉協議会 21 7 - 

小 計 76 29 - 

社
会
福
祉
施
設 

老人福祉施設 170 66 104 

障害福祉施設 24 12 12 

児童福祉施設 2 2 0 

小 計 196 80 116 

 合 計 272 109 116 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

6 

 平成２９年度指導監査指摘件数 
 

種  別 
平成２９年度 前年度 前年度比 

対象数 指摘件数 平均指摘件数 対象数 指摘件数 平均指摘件数 対象数 指摘件数 平均指摘件数 

社
福
法
人 

法人運営 29 171 5.9 33 120 3.6 △ 4 51 2.3 

法人会計 29 142 4.9 33 226 6.8 △ 4 △ 84 △ 2.0 

小  計 29 313 10.8 33 346 10.5 △ 4 △ 33 0.3 

社
会
福
祉
施
設 

施設運営 62 59 1.0 75 124 1.7 △ 13 △ 65 △ 0.7 

施設会計 62 150 2.4 75 294 3.9 △ 13 △ 144 △ 1.5 

施設処遇 62 110 1.8 75 196 2.6 △ 13 △ 86 △ 0.8 

小  計 62 319 5.1 75 614 8.2 △ 13 △ 295 △ 3.0 

合  計 91 632 6.9 108 960 8.9 △ 17 △ 328 △ 1.9 

 （参考）口頭指摘件数 372件（法人運営102件、法人会計46件、施設運営73件、施設会計77件、施設処遇74件） 

単位：件 
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 主な指摘項目 
 

種  別 上位１位 上位２位 上位３位 

法人運営 評議員、理事、監事等の報酬 22.2 理事会の審議状況・記録 19.3 評議員会の招集・運営 18.7 

（前年度） 会議への継続的欠席   18.3 その他（情報公開等）   16.7 定款・定款細則   13.3 

法人会計 経理規程の遵守（現金等管理） 16.2 計算書類 13.4 予算編成 11.3 

（前年度） 計算書類     28.8 現預金管理     13.7 経理規程     12.4 

施設運営 （－）就業規則の届出等  35.6 （－） 職員の確保（健康管理等） 25.4 
（↑）法定外控除協定等 
（－）防災・防火対策  6.8 

（前年度） 就業規則の届出等   23.4 職員の確保（健康管理等） 22.6 防災対策     18.5 

施設会計 経理規程の遵守（現金等管理） 30.0 予算編成 14.7 計算書類 14.0 

（前年度） 計算書類     21.4 
現預金管理／ 
入札・契約 16.7 経理規程     13.6 

施設処遇 （↑） 預り金等の管理 30.9 
（↓） 処遇計画・処遇記録の整
備 25.5 （↓）居室・設備等の衛生管理  9.1 

（前年度） 処遇計画・処遇記録の整備 29.1 居室・設備等の衛生管理 19.9 預り金等の管理   10.7 

※（  ）内は、前年度の順位との比較を記載したもの（前年度よりも上位（↑）・同位（－）・下位（↓））。 
 ただし、法人運営及び法人・施設会計については、社会福祉法人制度改革に伴い項目の変更があったため、項目名のみ記載。 

単位：％ 
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運営９ 

•評議員・理事・監事の報酬基準に定める
事項（支給の時期、方法等）に不足があ

るなど 

運営７ 

•理事会で決議すべき事項（評議員会の

議案等）が決議されていないなど 

運営６ 

•評議員会の招集について、理事会で決

議していないなど 

● 法人運営 
監査項目 件数(件) 構成比 

１ 法人運営  １ 定款 3 1.8% 

   ２ 内部管理体制（特定社会福祉法人のみ） 0 0.0% 

  
 ３ 評議員・理事・監事の選任 
   （手続き・適格性・定数） 31 18.1% 

   ４ 理事長 2 1.2% 

   ５ 監事の職務・義務 13 7.6% 

   ６ 評議員会の招集・運営 （記録、決算手続含む。） 32 18.7% 

   ７ 理事会の審議状況・記録 33 19.3% 

   ８ 会計監査人 0 0.0% 

   ９ 評議員、理事、監事及び会計監査人の報酬 38 22.2% 

２ 事業 １０ 事業一般 0 0.0% 

  １１ 社会福祉事業 0 0.0% 

  １２ 公益事業 1 0.6% 

  １３  収益事業 0 0.0% 

３ 管理 １４ 人事管理（重要な役割を担う職員の任免） 1 0.6% 

  １５ 資産管理 2 1.2% 

  １６  特別の利益供与の禁止 0 0.0% 

  １７ 社会福祉充実計画 0 0.0% 

  
１８ 情報の公表 
   （定款、役員等名簿、報酬等支給基準） 12 7.0% 

４ その他 １９ その他（登記等） 3 1.8% 

合  計 171 
100.0

% 
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会計３ 

•現金（小口現金を含む）の確認方法の不

備など 

会計１４ 

•計算書類、注記や附属明細書の作成不

足や定められた事項の記載の不備など 

会計7 

•予算に軽微な範囲とはいえない乖離が
生じているが補正予算を編成していない

など 

● 法人会計 
監査項目 件数(件) 構成比 

１ 規程・体制  １ 経理規程の制定・改正 10 7.0% 

   ２ 経理規程の遵守（収入・支出） 7 4.9% 

   ３ 経理規程の遵守（現金等管理） 23 16.2% 

   ４ 経理規程の遵守（その他） 1 0.7% 

２ 会計処理  ５ 管理体制の整備 2 1.4% 

   ６ 会計区分 2 1.4% 

   ７ 予算編成 16 11.3% 

   ８ 寄付金 1 0.7% 

   ９ 資産評価 0 0.0% 

  １０ 資産管理（法人運営部門で対応） － － 

  １１ 負債 0 0.0% 

  １２ 引当金 3 2.1% 

  １３ 純資産（基本金・積立金） 13 9.2% 

  １４ 計算書類 19 13.4% 

  １５ 決算手続 9 6.3% 

３ 会計帳簿 １６ 会計帳簿 2 1.4% 

４ 附属明細書等 １７ 附属明細書 10 7.0% 

  １８ 財産目録 9 6.3% 

５ その他 １９ 契約 15 10.6% 

合  計 142 100.0% 
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会計３ 

•現金（小口現金を含む）の確認方法の不

備など 

会計７ 

•予算に軽微な範囲とはいえない乖離が
生じているが補正予算を編成していない

など 

会計１４ 

•計算書類、注記や附属明細書の作成不

足や定められた事項の記載の不備など 

● 施設会計 
監査項目 件数(件) 構成比 

１ 規程・体制  １ 経理規程の制定・改正（法人監査で対応） － － 

   ２ 経理規程の遵守（収入・支出） 5 3.3% 

   ３ 経理規程の遵守（現金等管理） 45 30.0% 

   ４ 経理規程の遵守（その他） 3 2.0% 

２ 会計処理  ５ 管理体制の整備 1 0.7% 

    ６ 会計区分 2 1.3% 

    ７ 予算編成 22 14.7% 

   ８ 寄付金 0 0.0% 

    ９ 資産評価 1 0.7% 

  １０ 資産管理 3 2.0% 

  １１ 負債 0 0.0% 

  １２ 引当金 3 2.0% 

  １３ 純資産（基本金・積立金） 10 6.7% 

  １４ 計算書類 21 14.0% 

  １５ 決算手続 1 0.7% 

３ 会計帳簿 １６ 会計帳簿 0 0.0% 

４ 附属明細書等 １７ 附属明細書 11 7.3% 

  １８ 財産目録 0 0.0% 

５ その他 １９ 契約 22 14.7% 

合  計 150 
100.0

% 
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運営１０ 

•就業規則の変更を労働基準監督署へ届けていない 

•就業規則に定めた始業終業時間と実際が異なっている

など 

運営１３ 
•職員の健康診断における検査項目が不足しているなど 

運営８ 

•雇入労働条件通知に記載すべき項目が不足しているな

ど 

運営１４ 

•防災対策について、立地条件、災害の種別に応じた個
別計画（火災、地震、津波、地すべり、風水害等）が策

定されていないなど 

● 施設運営 
監査項目 件数(件) 構成比 

１ 適正実施の確保  １ 社会福祉事業に関する熱意及び能力 0 0.0% 

２ 運営体制の確立  ２ 基本方針・事業計画 2 3.4% 

   ３ 入所（居室）定数・建物、設備の維持管理 0 0.0% 

   ４ 必要な帳簿・諸規程の整備 0 0.0% 

   ５ 配置基準・専ら従事・職員の資格 2 3.4% 

   ６ 施設長（適任・専任） 0 0.0% 

   ７ 地域連携 0 0.0% 

３ 職員の確保と職
員処遇 

 ８  労働条件明示・振込同意書・法定外控除協定 4 6.8% 

   ９  ３６協定・宿日直 2 3.4% 

  １０  就業規則の届出・適法性・遵守、交代勤務 21 35.6% 

  １１  給与規則・適正な支給 9 15.3% 

  １２  業務省力化・職員研修 0 0.0% 

  １３  職員の確保：定着化・健康管理 15 25.4% 

４ 防災・防犯対策
の充実強化 

１４  防災・防犯対策 4 6.8% 

１５  管理宿直者・代替職員 0 0.0% 

５ 秘密保持 １６  秘密保持 0 0.0% 

６ 事故発生時の対
応 

１７  事故発生時の対応 0 0.0% 

７ その他 １８  その他 0 0.0% 

合  計 59 100.0% 
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処遇１７ 

•利用者からの預かり金に係る入出金の

確認不足など 

処遇４ 
•ケア計画、記録の不備など 

処遇１１ 
•清潔区域、不潔区域の整理の不備など 

● 施設処遇 

監査項目 
件数
(件) 

構成比 

１ 適切な利用者処遇
の確保 

 １  身体拘束等を行ったときの対応 3 2.7% 

   ２  身体拘束廃止に向けての取組 0 0.0% 

  
 ３  体罰等の防止・懲戒権濫用の禁止について
の対策 0 0.0% 

２ 入所者処遇の充実  ４  処遇計画・処遇記録の整備 28 25.5% 

   ５  栄養所要量の過不足 5 4.5% 

   ６  検食の状況・衛生対策 1 0.9% 

  
 ７  調理業務（委託・従事者）・調理室・食品等の
管理 1 0.9% 

   ８  適切な入浴の確保 0 0.0% 

    ９  医学的管理（健康診断の実施） 0 0.0% 

  １０  検便の状況・衛生管理 2 1.8% 

  １１  居室・設備等の衛生管理 10 9.1% 

  １２  薬物・医務室の管理 5 4.5% 

  １３  協力医療機関 0 0.0% 

  １４  家族・実施（関係）機関・地域との連携 0 0.0% 

  １５  苦情解決体制の整備 5 4.5% 

  １６  個人情報の管理 3 2.7% 

  １７  預かり金等の管理 34 30.9% 

  １８  行政機関等への手続の適正な対応 0 0.0% 

  １９  機能訓練 0 0.0% 

３ 生活環境等の確保 ２０  居室・施設等の補修管理 0 0.0% 
４ 自立等の支援・援
助 

２１  生活の介護・支援 0 0.0% 

５ その他 ２２  授産（更生）活動 0 0.0% 
  ２３  職員管理・職員研修 8 7.3% 
  ２４  その他 5 4.5% 

合  計 110 100.0% 


